
2025/06/20 16:52:59 / 24208421_株式会社伊藤園_招集通知

表紙

株式会社

上記事項につきましては、法令及び当社定款第23条第２項の規定に基づき、書面
交付請求をいただいた株主様に対して交付する書面（電子提供措置事項記載書面）
への記載を省略しております。

第60回定時株主総会の招集に際しての

電子提供措置事項

個　別　注　記　表

連　結　注　記　表

（2024年５月１日から2025年４月30日まで）



2025/06/20 16:52:59 / 24208421_株式会社伊藤園_招集通知

個別注記表

有形固定資産………………………
（リース資産除く）

定率法
ただし、1998年４月１日以降に取得した
建物（建物附属設備を除く）、2016年４
月１日以降に取得した建物附属設備及び構
築物並びに工具器具備品につきましては、
定額法によっております。

建物 31～50年
構築物 10～20年
機械及び装置  8 ～10年
工具器具備品  4 ～10年

（主な耐用年数）

　無形固定資産………………………
（リース資産除く）

定額法
ただし、ソフトウェア（自社利用分）につ
きましては、社内における利用可能期間
（５～10年）に基づく定額法によってお
ります。

個 別 注 記 表

1.　重要な会計方針に係る事項に関する注記
(1) 資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券
子会社株式及び関連会社株式……移動平均法による原価法
その他有価証券

市場価格のない
株式等以外のもの………………時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理
し、売却原価は移動平均法により算定）

市場価格のない株式等…………移動平均法による原価法
②　棚卸資産……………………………総平均法による原価法（収益性低下による

簿価切下げの方法）

(2) 固定資産の減価償却の方法

－ 1 －
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個別注記表

リース資産…………………………
（所有権移転外ファイ
ナンス・リース取引に
係るリース資産）

リース期間を基準とした耐用年数とし、残
存価額をゼロとする定額法によっておりま
す。ただし、リース資産のうち自動販売機
については、経済的使用可能予測期間を勘
案した期間を耐用年数としております。
なお、所有権移転外ファイナンス・リース
取引のうち、リース取引開始日が2008年
４月30日以前のリース取引については、
通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計
処理によっております。

長期前払費用………………………定額法によっております。

(3) 引当金の計上基準
貸倒引当金…………………………債権の貸倒による損失に備えるため、一般

債権につきましては貸倒実績率により、貸
倒懸念債権等特定の債権につきましては、
個別に回収可能性を検討し、回収不能見込
額を計上しております。

賞与引当金…………………………従業員に対する賞与の支給に備えるため、
支給見込額のうち当事業年度の負担額を計
上しております。

退職給付引当金……………………従業員の退職給付に備えるため、当事業年
度末における退職給付債務の見込額に基づ
き計上しております。
①　退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給
付見込額を当事業年度末までの期間に
帰属させる方法については、給付算定
式基準によっております。

－ 2 －
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個別注記表

製品等の販売に係る収益……………製品等の販売に係る収益は、主に茶葉（リ
ーフ）製品及び飲料（ドリンク）製品の販
売によるものです。
茶葉（リーフ）製品及び飲料（ドリンク）
製品の販売の履行義務は、顧客が当該製品
の支配の獲得を行うことです。当該履行義
務は、顧客に物品を納品した時点で充足さ
れるため、当該時点で収益を認識しており
ます。
茶葉（リーフ）製品及び飲料（ドリンク）
製品の販売について、リベートを付して販
売する場合、取引価格は契約において顧客
と約束した対価から当該リベートを控除し
た金額で算定しております。当該リベート
の内容は、販売数量や販売金額等に応じて
支払われる販売手数料や販促施策等を行っ
た際に支払う販売協賛金です。また、収益
は、重大な戻入れが生じない可能性が非常
に高い範囲でのみ認識しております。
取引の対価は、履行義務を充足してから主
として１年以内に受領しており、重大な金
融要素を含んでおりません。

②　数理計算上の差異及び過去勤務費用の
費用処理の方法
過去勤務費用は、従業員の平均残存勤
務期間（主として14年）による定額
法により、費用処理しております。
数理計算上の差異は、従業員の平均残
存勤務期間（主として14年）による
定額法により、翌事業年度から費用処
理しております。

(4)  収益及び費用の計上基準

－ 3 －
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個別注記表

外貨建金銭債権債務…………………外貨建金銭債権債務は、事業年度末日の直
物為替相場により円換算し、為替差額は損
益として処理しております。

(5) 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

(6) その他計算書類作成のための重要な事項
　退職給付に係る会計処理……………退職給付に係る未認識数理計算上の差異及

び未認識過去勤務費用の会計処理方法は、
連結計算書類におけるこれらの会計処理の
方法と異なっております。

2.　表示方法の変更に関する注記
（損益計算書）

　前事業年度まで営業外収益の「その他」に含めて表示しておりました「ロイヤ
リティー収入」（前事業年度243百万円）は金額的重要性が増したため、当事業
年度より、区分掲記しております。

－ 4 －
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個別注記表

リベートに係る未払費用 15,085百万円

3.　会計上の見積りに関する注記
顧客に対して支払われるリベートに係る未払費用
(1) 当事業年度の計算書類に計上した金額

(2) 計算書類利用者の理解に資するその他の情報
①当事業年度の計算書類に計上した金額の算出方法

茶葉（リーフ）製品及び飲料（ドリンク）製品の販売について、リベートを
付して販売する場合、取引価格は契約において顧客と約束した対価から当該リ
ベートを控除した金額で算定しております。当該リベートの内容は、販売数量
や販売金額等に応じて支払われる販売手数料や販促施策等を行った際に支払う
販売協賛金であります。

当該リベートの発生態様は、販売促進期間における販売数量を基礎として算
定される取引や一定の期間の販売実績に応じて変動するリベート率を用いる取
引等がありますが、顧客や取引ごとに契約上の取り決めがあることから、多種
多様にわたります。

当該リベートの見積りにおいては、問屋に対する販売手数料には、過去の販
売金額に対するリベート支払額の比率等に基づいた見積方法を用いており、問
屋以外に対する販売手数料及び販売協賛金には、一定の目標の達成可能性や販
促施策の内容に係る販売予測数量等を基礎とする比率に基づいた見積方法を用
いております。

②当事業年度の計算書類に計上した金額の算出に用いた主要な仮定
顧客に対して支払われるリベートの算定における主要な仮定は、問屋に対す

る販売手数料については、過去の販売金額に対するリベート支払額の比率及び
問屋以外に対する販売手数料及び販売協賛金については、一定の目標の達成可
能性や販促施策の内容に係る販売予測数量等を基礎とする比率であります。

③翌事業年度の計算書類に与える影響
上記の仮定は経営者の最善の見積りによって決定されておりますが、将来の

不確実な経済条件の変動により、リベートの算定における主要な仮定に影響を
与える事象が生じ、主要な仮定に見直しが必要になった場合、翌事業年度の計
算書類に影響を与える可能性があります。

－ 5 －
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個別注記表

(1) 有形固定資産の減価償却累計額 54,176百万円

短期金銭債権 5,761百万円
短期金銭債務 5,013百万円
長期金銭債権 32百万円
長期金銭債務 128百万円

同法律第10条に定める再評価を行った
事業用土地の当事業年度末における時
価の合計額が、当該事業用土地の再評
価後の帳簿価額の合計額を下回る額

再評価を行った土地の時価の合計
額が再評価後の帳簿価額の合計額
を上回っているため、差額につい
ては記載しておりません。

4.　貸借対照表に関する注記

(2) 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務（区分表示したものを除く）

(3) 未収入金の内訳
　未収入金には製造委託先への原材料の有償支給7,014百万円が含まれておりま
す。

(4) 事業用土地の再評価に関する事項
　土地の再評価に関する法律（1998年３月31日公布法律第34号）に基づき、事
業用の土地の再評価を行い、当該評価差額金に係る税金相当額を「再評価に係る
繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差
額金」として純資産の部に計上しております。

同法律第３条第３項に定める再評価の方法 土地の再評価に関する法律施行令
（1998年３月31日公布　政令第
119号）第２条第３号に定める土
地課税台帳（2000年１月１日基
準日）に登録されている価格に、
公示価格等との差異分析及び不動
産鑑定士による鑑定評価等を勘案
し、合理的な調整を行って算出し
ております。

再評価を行った年月日 2000年４月30日

－ 6 －
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個別注記表

当座貸越限度額
及び貸出コミットメントの総額

16,500百万円

借入実行残高 －百万円
差引：借入未実行残高 16,500百万円

㈲豊後大分有機茶生産組合 139百万円
ITO EN(North America)INC. 16,395百万円

　売上高 14,685百万円
　仕入高 48,615百万円

　営業取引以外の取引高 2,450百万円
　有償支給高 8,216百万円

普通株式 906,132株
第１種優先株式 1,394,070株

(5) 当座貸越契約及び貸出コミットメント契約に関する事項
　当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行４行と当座貸越契約及び
取引銀行７行と貸出コミットメント契約を締結しております。当事業年度末にお
ける当座貸越契約及び貸出コミットメント契約に係る借入未実行残高等は以下の
とおりであります。

(6) 債務保証に関する事項
以下の関係会社の金融機関からの借入に対し債務保証を行っております。

5.　損益計算書に関する注記
関係会社との取引高

　営業取引による取引高

6.　株主資本等変動計算書に関する注記
当事業年度末における自己株式の種類及び数

－ 7 －
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個別注記表

（繰延税金資産）
未払事業税 139百万円
賞与引当金 950百万円
販売手数料 362百万円
その他有価証券評価損 423百万円
退職給付引当金 1,849百万円
子会社株式評価損 3,562百万円
その他 1,309百万円
繰延税金資産小計 8,599百万円
評価性引当額 △4,057百万円
繰延税金資産合計 4,541百万円

（繰延税金負債）
固定資産圧縮積立金 237百万円
長期資産除去債務 20百万円
その他有価証券評価差額金 737百万円
繰延税金負債合計 995百万円
繰延税金資産の純額 3,546百万円

法定実効税率 30.6％
(調整)
交際費等永久に損金に算入されない項目 1.9％
受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △3.2％
税額控除 △1.2％
住民税均等割 1.1％
評価性引当額 0.7％
その他 △1.7％
税効果会計適用後の法人税等の負担率 28.2％

7.　税効果会計に関する注記
(1) 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

(2) 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった
主な項目別の内訳

　（3）法人税の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

　「所得税法等の一部を改正する法律」（令和７年法律第13号）が2025年３月
31日に国会で成立したことに伴い、2026年４月１日以後開始する事業年度よ
り、「防衛特別法人税」の課税が行われることになりました。

－ 8 －
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個別注記表

　これに伴い、2026年５月１日に開始する事業年度以降に解消が見込まれる一
時差異に係る繰延税金資産及び繰延税金負債については、法定実効税率を30.6％
から31.5％に変更し計算しております。この変更による影響は軽微であります。

－ 9 －
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個別注記表

建物
取得価額相当額 85百万円
減価償却累計額相当額 76百万円
期末残高相当額 8百万円

１年以内 6百万円
１年超 7百万円
合計 14百万円

支払リース料 7百万円
減価償却費相当額 4百万円
支払利息相当額 1百万円

１年以内 325百万円
１年超 801百万円
合計 1,126百万円

8.　リースにより使用する固定資産に関する注記
(1) リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・

リース取引
　リース取引開始日が2008年４月30日以前の所有権移転外ファイナンス・リー
ス取引について、通常の賃貸借取引に係る方法に準じて会計処理を行っておりま
す。

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額

②　未経過リース料期末残高相当額

③　支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

④　減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法
減価償却費相当額の算定方法……リース期間を基準とした耐用年数とし、残

存価額をゼロとする定額法によっておりま
す。

利息相当額の算定方法……………リース料総額(維持管理費用相当額を除く)
とリース物件の取得価額相当額との差額を
利息相当額とし、各期への配分方法につき
ましては、利息法によっております。

(2) オペレーティング・リース取引（解約不能のもの）
未経過リース料

－ 10 －
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個別注記表

種類 会社名
議決権等の

所有(被所有)
割合

関連当事者
との関係 取引の内容 取引

金額 科目 期末
残高

主要株主 グリーンコア
株 式 会 社

被所有
直接 19.93％

保険の代理
店業務等

保険の代理店業
務(注１) 19 － －

土地の購入
(注１) 232 土地 232

役員及びそ
の近親者が
議決権の過
半数を所有
している会
社の子会社

富士リゾート
株 式 会 社 － ゴルフ場の

利用等
ゴルフ場の利用
(注１,２,３) 63

ゴルフ
会員権

未払費用

902

3

株 式 会 社
グ レ ー ト
ア イ ラ ン ド
倶 楽 部

－ 製品の販売等
製品の販売（注
１,３）
飲食の利用（注
１,３）

13

14

売掛金

未払費用

1

0

株 式 会 社
洛 龍 菴 － 福利厚生施

設の利用等
福利厚生施設の
利用（注１,３） 16 － －

種類 会社名
議決権等の

所有(被所有)
割合

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額 科目 期末残高

子 会 社
ITO EN
(North

America)
INC.

所有
直接　100％

債務の
保証

外部借入に対する
債務の保証(注) 16,395 － －

保証料の受入(注) 17 － －

9.　関連当事者との取引に関する注記
(1) 法人主要株主等

（単位：百万円）

取引条件及び取引条件の決定方針
（注１）当社と関連を有しない他の当事者と同様の条件によっております。
（注２）ゴルフ会員権の購入金額は、当社と関連を有しない他の当事者と同様の条

件に基づいて決定しております。
（注３）富士リゾート㈱は、ゴルフ場の運営を行っている㈱グレートアイランド倶

楽部が、その議決権の100％を直接所有している同社の子会社でありま
す。また、㈱グレートアイランド倶楽部及び㈱洛龍菴はグリーンコア㈱
が、その議決権の100％を直接所有している同社の子会社であります。

(2) 子会社等
（単位：百万円）

取引条件及び取引条件の決定方針
（注）保証料は、市場価格に基づき交渉の上、決定しております。
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１株当たり純資産額 1,400円36銭
１株当たり当期純利益 96円28銭

１株当たり純資産額 1,406円36銭
１株当たり当期純利益 108円25銭

損益計算書上の当期純利益 11,667百万円
普通株式に係る当期純利益 8,316百万円
第１種優先株式に係る当期純利益 3,350百万円
普通株式の期中平均株式数 86,378千株
第１種優先株式の期中平均株式数 30,950千株

10.　収益認識に関する注記
（収益を理解するための基礎となる情報）

　「個別注記表　1.　重要な会計方針に係る事項に関する注記　（4）収益及び
費用の計上基準」に記載のとおりであります。

11.　１株当たり情報に関する注記
(1) 普通株式に係る１株当たり情報

(2) 第１種優先株式に係る１株当たり情報

※１株当たり当期純利益の算定上の基礎
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① 退職給付債務 △5,557百万円
② 年金資産 -百万円
③ 未積立退職給付債務（①＋②） △5,557百万円
④ 未認識過去勤務費用 △90百万円
⑤ 未認識数理計算上の差異 △521百万円
⑥ 退職給付引当金（③＋④＋⑤） △6,169百万円

① 勤務費用 17百万円
② 利息費用 92百万円
③ 過去勤務費用の費用処理額 △44百万円
④ 数理計算上の差異の費用処理額 44百万円
⑤ 小計（①＋②＋③＋④） 108百万円
⑥ 確定拠出年金掛金支払額 884百万円
⑦ 退職給付費用（⑤＋⑥） 993百万円

① 退職給付見込額の期間配分方法 給付算定式基準
② 割引率 2.15％
③ 過去勤務費用の処理年数 従業員の平均残存勤務期間（主として

14年）による定額法により、按分した
額を費用処理しております。

④ 数理計算上の差異の処理年数 従業員の平均残存勤務期間（主として
14年）による定額法により、按分した
額を翌事業年度から費用処理しておりま
す。

12.　退職給付に関する注記
(1) 採用している退職給付制度の概要

　当社は、確定拠出年金制度及び退職一時金制度を設けております。

(2) 退職給付債務に関する事項（2025年４月30日現在）

(3) 退職給付費用に関する事項（自　2024年５月１日　至　2025年４月30日)

(4) 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項
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13.　重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。

14.　その他の注記事項
記載金額は百万円未満の端数を切り捨てて表示しております。

－ 14 －



2025/06/20 16:52:59 / 24208421_株式会社伊藤園_招集通知

連結注記表

連 結 注 記 表

1.　連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
(1) 連結の範囲に関する事項

連結子会社の数　　　　　　　34社　伊藤園産業㈱、㈱沖縄伊藤園、
㈱伊藤園関西茶業、
タリーズコーヒージャパン㈱、
伊藤園・伊藤忠ミネラルウォーターズ㈱、
チチヤス㈱、ネオス㈱、㈱北海道伊藤園、
ITO EN (North America)INC.、
Mason Distributors, Inc.、
Distant Lands Trading Co.、
ITO EN (Hawaii)LLC、
ITO EN AUSTRALIA PTY. LIMITED、
ITO EN Asia Pacific Holdings Pte. Ltd.、
福建新烏龍飲料有限公司、
伊藤園飲料（上海）有限公司　他18社

非連結子会社の数　　　　　　４社　寧波舜伊茶業有限公司
他３社

　㈱北海道伊藤園、ITO EN VIETNAM CO.,LTDについては、新たに設立し
たことにより、当連結会計年度から連結の範囲に含めております。
　非連結子会社につきましては、小規模であり、総資産、売上高、当期純損益及
び利益剰余金（持分に見合う額）等はいずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼ
さないため、連結の範囲から除外しております。なお、非連結子会社につきまし
ては、全て持分法を適用しております。
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(2) 持分法の適用に関する事項
持分法適用非連結子会社の数　４社　寧波舜伊茶業有限公司

他３社
持分法適用関連会社の数　　　２社　トーウンロジテム㈱

他１社

　THE MATCHA TOKYO㈱については、株式を取得したことにより、当連結
会計年度から持分法適用の範囲に含めております。
　持分法を適用していない関連会社（㈱濱野製茶他５社）は、当期純損益（持分
に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象から
除いても連結計算書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性が
ないため持分法の適用範囲から除外しております。
　持分法適用会社のうち、決算日が連結決算日と異なる会社については、各社の
事業年度に係る計算書類を使用しております。

(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項
　連結子会社のうち、福建新烏龍飲料有限公司、伊藤園飲料（上海）有限公司、
ITO EN VIETNAM CO.,LTDの決算日は、12月31日であります。
　連結計算書類の作成に当たっては連結子会社の直近の四半期決算日である３月
31日時点の計算書類を使用しております。ただし、連結決算日との間に生じた
重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。

(4) 会計方針に関する事項
①　重要な資産の評価基準及び評価方法

有価証券
その他有価証券

市場価格のない
株式等以外のもの…………時価法（評価差額は全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法により算
定）

市場価格のない株式等……移動平均法による原価法
棚卸資産…………………………総平均法による原価法（収益性低下による

簿価切下げの方法）
なお、在外連結子会社につきましては、先
入先出法又は移動平均法による低価法によ
っております。
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有形固定資産……………………
（リース資産除く）

定率法
ただし、1998年４月１日以降に取得した
建物（建物附属設備を除く）、2016年４
月１日以降に取得した建物附属設備及び構
築物並びに当社の工具、器具及び備品につ
いては、定額法によっております。なお、
在外連結子会社につきましては定額法によ
っております。

建物及び構築物 31～50年
機械装置及び運搬具 ８～10年
工具、器具及び備品 ４～10年

（主な耐用年数）

　無形固定資産……………………
（リース資産除く）

定額法
ただし、ソフトウェア（自社利用分）につ
きましては、社内における利用可能期間
（５～10年）に基づく定額法によってお
ります。

リース資産………………………
（所有権移転外ファイ
ナンス・リース取引に
係るリース資産）

リース期間を基準とした耐用年数とし、残
存価額をゼロとする定額法によっておりま
す。ただし、リース資産のうち自動販売機
については、経済的使用可能予測期間を勘
案した期間を耐用年数としております。
なお、所有権移転外ファイナンス・リース
取引のうち、リース取引開始日が2008年
４月30日以前のリース取引については、
通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計
処理によっております。

②　重要な減価償却資産の減価償却の方法
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退職給付見込額の期間帰属方法…退職給付債務の算定にあたり、退職給付見
込額を当連結会計年度末までの期間に帰属
させる方法については、給付算定式基準に
よっております。

数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理の方法…過去勤務費用は、従業員の平均残存勤務期
間（主として14年）による定額法によ
り、費用処理しております。
数理計算上の差異は、従業員の平均残存勤
務期間（主として14年）による定額法に
より、翌連結会計年度から費用処理してお
ります。

小規模企業等における簡便法の採用…一部の連結子会社は、退職給付に係る負債
及び退職給付費用の計算に、退職給付に係
る期末自己都合要支給額を退職給付債務と
する方法を用いた簡便法を採用しておりま
す。

③　重要な引当金の計上基準
貸倒引当金………………………債権の貸倒による損失に備えるため、一般

債権につきましては貸倒実績率により、貸
倒懸念債権等特定の債権につきましては、
個別に回収可能性を検討し、回収不能見込
額を計上しております。

賞与引当金………………………当社及び国内連結子会社は、従業員に対す
る賞与の支給に備えるため、支給見込額の
うち当連結会計年度の負担額を計上してお
ります。

④　退職給付に係る会計処理の方法
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⑤　収益及び費用の計上基準
当社グループは、リーフ・ドリンク関連事業、飲食関連事業及びその他の関

連事業を行っており、それぞれ以下のとおり収益を認識しております。

リーフ・ドリンク関連事業
　リーフ・ドリンク関連事業セグメントにおける収益は、主に茶葉（リーフ）
製品及び飲料（ドリンク）製品の販売によるものです。
　茶葉（リーフ）製品及び飲料（ドリンク）製品の販売の履行義務は、顧客が
当該製品の支配の獲得を行うことです。当該履行義務は、顧客に物品を納品し
た時点で充足されるため、当該時点で収益を認識しております。
　リーフ・ドリンク関連事業セグメントにおける茶葉（リーフ）製品及び飲料
（ドリンク）製品の販売について、リベートを付して販売する場合、取引価格
は契約において顧客と約束した対価から当該リベートを控除した金額で算定し
ております。当該リベートの内容は、販売数量や販売金額等に応じて支払われ
る販売手数料や販促施策等を行った際に支払う販売協賛金です。また、収益は
重大な戻入れが生じない可能性が非常に高い範囲でのみ認識しております。
　取引の対価は、履行義務を充足してから主として１年以内に受領しており、
重大な金融要素を含んでおりません。

飲食関連事業
　飲食関連事業セグメントにおける収益は、主に店舗売上とフランチャイズ契
約に基づく加盟金収入及びロイヤリティ収入によるものです。
　店舗売上の履行義務は、顧客からの注文に基づくコーヒー等の商品の提供を
行うことです。当該履行義務は、顧客から対価を収受し、顧客へコーヒー等を
提供した時点で充足されるため、当該時点で収益を認識しております。
　また、フランチャイズ契約に基づく加盟金収入及びロイヤリティ収入の履行
義務は、商標その他営業上の象徴の使用許諾、マニュアル等のノウハウの開
示、研修及び各種情報の提供その他の支援を行うことです。当該履行義務は、
契約期間にわたり時の経過に基づいて充足されるものであり、当該履行義務が
充足される契約期間において、各月で収益を認識しております。
　取引の対価は、履行義務を充足してから主として１年以内に受領しており、
重大な金融要素を含んでおりません。なお、フランチャイズ契約に基づく加盟
金収入は、全額を契約時に前受で受領しております。
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⑥　重要な外貨建の資産及び負債の
本邦通貨への換算基準

…外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物
為替相場により円貨に換算し、換算差額は
損益として処理しております。
なお、在外子会社等の資産及び負債は、決
算日の直物為替相場により円貨に換算し、
収益及び費用は、期中平均相場により円貨
に換算し、換算差額は純資産の部における
為替換算調整勘定及び非支配株主持分に含
めております。

その他の関連事業
　その他の関連事業セグメントにおける収益は、主にサプリメントの販売によ
るものです。
　その他の関連事業セグメントにおけるサプリメントの販売については、顧客
が約束された資産に対する支配の獲得をし、履行義務を充足した時点で収益を
認識します。
　取引の対価は、履行義務を充足してから主として１年以内に受領しており、
重大な金融要素を含んでおりません。

⑦　のれんの償却方法及び償却期間
　のれんにつきましては、主として18年の定額法により償却を行っておりま
す。ただし、重要性のないものにつきましては、発生年度に全額償却しており
ます。
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2.　会計方針の変更に関する注記
（「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用）

「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号　
2022年10月28日。以下「2022年改正会計基準」という。）等を当連結会計年
度の期首から適用しております。

法人税等の計上区分（その他の包括利益に対する課税）に関する改正について
は、2022年改正会計基準第20－３項ただし書きに定める経過的な取扱い及び
「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28号　
2022年10月28日。以下「2022年改正適用指針」という。）第65－２項(2)ただ
し書きに定める経過的な取扱いに従っております。なお、当該会計方針の変更に
よる連結計算書類への影響はありません。

また、連結会社間における子会社株式等の売却に伴い生じた売却損益を税務上
繰り延べる場合の連結計算書類における取扱いの見直しに関連する改正について
は、2022年改正適用指針を当連結会計年度の期首から適用しております。な
お、当該会計方針の変更による前連結会計年度の連結計算書類への影響はありま
せん。

3.　表示方法の変更に関する注記
（連結損益計算書）

前連結会計年度まで区分提起して表示しておりました「助成金収入」（当連結
会計年度は35百万円）は、金額的重要性が乏しくなったため、当連結会計年度
より、営業外収益の「その他」に含めて表示しております。

また、前連結会計年度まで営業外費用の「その他」に含めて表示しておりまし
た「リース解約損」は、金額的重要性が増したため、当連結会計年度より、区分
掲記しております。なお、前連結会計年度の「リース解約損」は64百万円であ
ります。
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リベートに係る未払費用 17,357百万円

4.　会計上の見積りに関する注記
(1)顧客に対して支払われるリベートに係る未払費用
① 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

② 連結計算書類利用者の理解に資するその他の情報
(ⅰ) 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額の算出方法

リーフ・ドリンク関連事業セグメントにおける茶葉（リーフ）製品及び飲料
（ドリンク）製品の販売について、リベートを付して販売する場合、取引価格
は契約において顧客と約束した対価から当該リベートを控除した金額で算定し
ております。当該リベートの内容は、販売数量や販売金額等に応じて支払われ
る販売手数料や販促施策等を行った際に支払う販売協賛金であります。
当該リベートの発生態様は、販売促進期間における販売数量を基礎として算定
される取引や一定の期間の販売実績に応じて変動するリベート率を用いる取引
等がありますが、顧客や取引ごとに契約上の取り決めがあることから、多種多
様にわたります。
当該リベートの見積りにおいては、問屋に対する販売手数料には、過去の販売
金額に対するリベート支払額の比率等に基づいた見積方法を用いており、問屋
以外に対する販売手数料及び販売協賛金には、一定の目標の達成可能性や販促
施策の内容に係る販売予測数量等を基礎とする比率に基づいた見積方法を用い
ております。

(ⅱ) 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額の算出に用いた主要な仮定
顧客に対して支払われるリベートの算定における主要な仮定は、問屋に対する
販売手数料については、過去の販売金額に対するリベート支払額の比率及び問
屋以外に対する販売手数料及び販売協賛金については、一定の目標の達成可能
性や販促施策の内容に係る販売予測数量等を基礎とする比率であります。

(ⅲ) 翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響
上記の仮定は経営者の最善の見積りによって決定されておりますが、将来の不
確実な経済条件の変動により、リベートの算定における主要な仮定に影響を与
える事象が生じ、主要な仮定に見直しが必要になった場合、翌連結会計年度の
連結計算書類に影響を与える可能性があります。
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(1) 有形固定資産の減価償却累計額 95,292百万円

㈲豊後大分有機茶生産組合 139百万円

場所 用途 種類 減損損失

静岡県掛川市等
店舗

（タリーズコーヒージャパン㈱）
建物及び構築物他 454

東京都江東区等
物販店舗等

（㈱伊藤園フードサービス）
建物及び構築物他 35

5.　連結貸借対照表に関する注記

(2) 債務保証に関する事項
以下の関係会社の金融機関からの借入に対し債務保証を行っております。

6.　連結損益計算書に関する注記
減損損失に関する事項

当連結会計年度において、当社グループは以下の資産グループについて減損損
失を計上しております。

（単位：百万円）

当社連結子会社のタリーズコーヒージャパン㈱ではキャッシュ・フローを生み
出す最小単位として、店舗毎を基本単位とした資産のグルーピングを行っており
ます。上記のうち営業活動から生ずるキャッシュ・フローが継続してマイナス、
又はマイナスとなる見込みである店舗等の、当連結会計年度末時点における該当
する資産の帳簿価額を回収可能価額まで減額し、減損損失として454百万円（建
物及び構築物372百万円、工具、器具及び備品79百万円、投資その他の資産その
他１百万円）を計上しております。なお、回収可能価額は使用価値により測定し
ており、使用価値はゼロと算定しております。

当社連結子会社の㈱伊藤園フードサービスではキャッシュ・フローを生み出す
最小単位として、物販店舗等毎を基本単位とした資産のグルーピングを行ってお
ります。上記のうち営業活動から生ずるキャッシュ・フローが継続してマイナ
ス、又はマイナスとなる見込みである物販店舗等の、当連結会計年度末時点にお
ける該当する資産の帳簿価額を回収可能価額まで減額し、減損損失として35百
万円（建物及び構築物28百万円、工具、器具及び備品６百万円）を計上してお
ります。なお、回収可能価額は使用価値により測定しており、使用価値はゼロと
算定しております。
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普通株式 85,212,380株
第１種優先株式 32,246,962株

決　議 株式の
種類

配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円) 基準日 効力発生日

2024年 7 月26日
定時株主総会 普通株式 1,853 21 2024年 4 月30日 2024年 7 月29日

2024年 7 月26日
定時株主総会

第１種
優先株式 845 27 2024年 4 月30日 2024年 7 月29日

2024年11月28日
取締役会 普通株式 1,920 22 2024年10月31日 2025年 1 月15日

2024年11月28日
取締役会

第１種
優先株式 863 28 2024年10月31日 2025年 1 月15日

計 5,483

決　議　予　定 株式の
種類

配当金
の総額

(百万円)
配当の原資 1株当たり

配当額(円) 基準日 効力発生日

2025年 7 月25日
定時株主総会 普通株式 1,854 利益剰余金 22 2025年 4 月30日 2025年 7 月28日

2025年 7 月25日
定時株主総会

第１種
優先株式 863 利益剰余金 28 2025年 4 月30日 2025年 7 月28日

計 2,718

普通株式 239,400株

7.　連結株主資本等変動計算書に関する注記
(1) 当連結会計年度末における発行済株式の種類及び総数

(2) 配当に関する事項
①　配当金支払額

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会
計年度となるもの

(3) 当連結会計年度末の新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを
除く）の目的となる株式の種類及び数
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8.　金融商品に関する注記
(1)　金融商品の状況に関する事項
① 金融商品に対する取組方針

　当社グループは、主に飲料の販売及び飲食店の経営を行うための事業計画に照
らして、必要な資金を銀行借入及び社債により調達しております。一時的な余資
の運用については安全性の高い短期的な預金等に限定しております。

② 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
　営業債権である受取手形、売掛金及び未収入金は、顧客の信用リスクに晒され
ております。当該リスクに関しては、取引先毎の期日管理及び残高管理を行うと
ともに、主な取引先の信用状況を定期的に把握する体制としております。
　投資有価証券である株式は、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、市
場価格の変動リスクに晒されておりますが、定期的に時価を把握する体制として
おります。
　営業債務である買掛金及び未払費用はほとんどが２ヶ月以内の支払期日であ
り、担当部署が適時に資金繰り計画を作成・更新するなどの方法により、資金調
達に係る流動性リスクを管理しております。

③ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価の算定には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場
合には合理的に算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては
変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該
価額が変動することもあります。
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連結貸借対照表
計上額 時価 差額

　①　投資有価証券
その他有価証券 4,390 4,390 －

資産計 4,390 4,390 －
　②　社債 10,000 9,814 △185
　③　リース債務 3,894 3,931 37
　④　長期借入金 57,658 56,531 △1,127

負債計 71,553 70,278 △1,275

（単位：百万円）

区分 連結貸借対照表
計上額

非上場株式 549

(2)　金融商品の時価等に関する事項
　2025年４月30日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額につい
ては以下のとおりであります。なお、市場価格のない株式等は、次表には含めて
おりません。（（注２）をご参照下さい。）

（単位：百万円）

（注１）「現金及び預金」、「受取手形」、「売掛金」、「未収入金」、「買掛
金」、「短期借入金」及び「未払費用」については、短期間で決済されるた
め時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略しております。

（注２）市場価格のない株式等は、「① 投資有価証券」には含めておりません。当
該金融商品の連結貸借対照表計上額は以下のとおりであります。
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時価
レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券
その他有価証券

株式 4,390 － － 4,390
資産計 4,390 － － 4,390

時価
レベル１ レベル２ レベル３ 合計

社債 － 9,814 － 9,814
リース債務 － 3,931 － 3,931
長期借入金 － 56,531 － 56,531

負債計 － 70,278 － 70,278

(3)　金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
　金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に
応じて、以下の３つのレベルに分類しております。

レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場
価格により算定した時価

レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なイ
ンプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価
　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、そ
れらのインプットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位
が最も低いレベルに時価を分類しております。

①時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債
（単位：百万円）

②時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債
（単位：百万円）
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（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明

投資有価証券
　上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引
されているため、その時価をレベル１の時価に分類しております。

社債
　当社の発行する社債の時価は、元利金の合計額と、当該社債の残存期間及び信
用リスクを加味した利率を基に割引現在価値法により算定しており、レベル２の
時価に分類しております。

リース債務
　リース債務の時価については、元利金の合計額を、同様の新規リース取引を行
った場合に想定される利率で割引いた現在価値により算定しており、レベル２の
時価に分類しております。

長期借入金
　長期借入金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利が反映されるた
め、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっており、レベ
ル２の時価に分類しております。また、固定金利によるものは、元利金の合計額
を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割引いた現在価値により算定
しており、レベル２の時価に分類しております。なお、連結貸借対照表に計上し
ております短期借入金のうち、１年以内返済予定の長期借入金に該当するもの
は、当該項目に含めて記載しております。

9.　賃貸等不動産に関する注記
　当連結会計年度末における賃貸等不動産の総額に重要性が乏しいため、記載を
省略しております。
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（単位：百万円）
当連結会計年度

報
告
セ
グ
メ
ン
ト

リーフ 34,553
ドリンク 297,301
その他 2,945

伊藤園 334,800
チチヤス 12,885
その他国内子会社 60,677

国内子会社 73,563
米国 44,409
その他海外子会社 7,120

海外子会社 51,529
内部取引 △39,565

リーフ・ドリンク関連事業　計 420,328
一時点で移転される財 43,576

一定の期間で移転される財 207
飲食関連事業 43,784
内部取引 △15

飲食関連事業　計 43,769
その他 11,115

内部取引 △2,495
その他　計 8,619

顧客との契約から生じる収益 472,716
その他の収益 －
外部顧客に対する売上高 472,716

10.　収益認識に関する注記
(1)　顧客との契約から生じる収益を分解した情報

(2)　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は「1.　連結計

算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等　(4)会計方針に関する
事項　⑤　収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。
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（単位：百万円）
2024年5月1日 2025年4月30日

契約負債 299 291

（単位：百万円）
１年以内 １年超

２年以内
２年超

３年以内
３年超

４年以内
４年超

５年以内
合計

飲食関連事業 126 69 52 32 10 291

(3)　顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フロ
ーとの関係並びに当連結会計年度末において存在する顧客との契約から翌連結会計
年度以降に認識すると見込まれる収益の金額及び時期に関する情報
①　契約負債の残高等

　顧客との契約から生じた契約負債の残高は、以下のとおりであります。
なお、契約負債は、流動負債の「その他」に含まれております。

　契約負債は、飲食関連事業におけるフランチャイズ契約に基づく加盟金収入
について、顧客から受け取った前受対価に関連するものであります。契約負債
の減少は、フランチャイズ契約の契約期間にわたり、時の経過に基づいており
ます。当連結会計年度に認識された収益について、当連結会計年度の期首時点
で契約負債に含まれていた金額は、136百万円であります。

②　残存履行義務に配分した取引価格
　当社グループでは、残存履行義務に配分した取引価格の注記に当たって実務
上の便法を適用し、当初に予想される契約期間が１年以内の契約、及び知的財
産のライセンス契約のうち売上高又は使用量に基づくロイヤルティについて
は、注記の対象に含めておりません。当連結会計年度末現在で、未充足（又は
部分的に未充足）の履行義務に係る将来認識されると見込まれる収益は、飲食
関連事業におけるフランチャイズ契約に関するものであり、以下のとおりであ
ります。
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１株当たり純資産額 1,511円77銭
１株当たり当期純利益 117円50銭

１株当たり純資産額 1,517円77銭
１株当たり当期純利益 129円46銭

連結損益計算書上の親会社株主に帰属する当期純利益 14,156百万円
普通株式に係る親会社株主に帰属する当期純利益 10,149百万円
第１種優先株式に係る親会社株主に帰属する当期純利益 4,006百万円
普通株式の期中平均株式数 86,378千株
第１種優先株式の期中平均株式数 30,950千株

11.　１株当たり情報に関する注記
(1) 普通株式に係る１株当たり情報

(2) 第１種優先株式に係る１株当たり情報

※１株当たり当期純利益の算定上の基礎

12.　重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。

13.　その他の注記事項
記載金額は百万円未満の端数を切り捨てて表示しております。
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